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研究成果の概要（和文）：　本研究は、小児がん等のために長期入院を余儀なくされている学童が入級する院内学級と
原籍校（入院前に在籍していた学校）を光ブロードバンドネットワークで結びＴＶ会議形式の双方向通信できる環境を
構築して実施した。院内学級に在籍していた小児がんの5事例と関係者が研究協力者となり、原籍校のクラスメイトや
教員と交流した。その結果、復学時の人間関係がスムーズとなり、子どもと保護者の不安軽減や準備できるなど心理・
社会的効果を確認できた。

研究成果の概要（英文）： The aim of this study was to evaluate an internet-based TV Conference System 
(TVCS) to link children undergoing chemotherapy, who were enrolled in the hospital class, and their 
classmates in regular school, and to evaluate relationship of class development through the TVCS.
 Sessions focused on informal conversation and recorder playing. In total, 3 to 9 sessions were held. 
Children were able to participate in classes in their regular school via the system which facilitated 
friendships and reduced psychological isolation from the school, and enabled them to prepare to return to 
school after leaving the hospital.

研究分野：生涯発達看護学　小児看護学

キーワード： インターネット　双方向通信　復学支援　小児　院内学級　保護者　原籍校　教員
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
近年、インターネットなど情報技術の進展

は著しいものがあり、文部科学省では、「IT新

改革戦略」を掲げ、平成１3年度から全公立

学校でインターネット教育の充実に取り組ん

でいる。しかし、平成19年度「学校における教

育の情報化の実態調査等に関する調査」に

よると、学校におけるICT環境の整備（ハー

ド）と、教員の指導技術能力（ソフト面）には都

道府県により格差があることが報告されてい

る。一方、病気が理由で長期入院をよぎなく

された子ども（患児とよぶ）の教育保障のため

に病院内学級が設置されているが、特に学

童期は、心理・社会的成長の上で重要な発

達段階であり、その子どもたちが外部との接

触が著しく制限された空間で過ごすことによ

る精神的ストレスや不安に関する指摘がなさ

れている。 

研究代表者は、平成10年に「病弱児の教

育保障に関する研究」論文で、病院内学級

に在籍経験のある患児と保護者を対象に調

査を行い、同様の報告をした。10年が経過し

た現在でも、患児のもつ心理・社会的な問題

を取り巻く状況が十分に改善されたとは言い

難い。東日本ではインターネットなど情報技

術を利用した事例や効果について数件の報

告があるが、関西以西では実践的取り組み

の報告は見あたらない。また、平成21-22年

度の科研費により、学童期の小児がん3事例

について、病院、教育委員会や学校の協力

体制を整備する方法などを開発し実践でき、

初回の目的を達成できた。現在も双方向の

連携や環境整備・費用対効果など研究成果

を蓄積中である。今回は、小児がんなどの学

童の復学支援の様々な事例で実践例を増や

しつつ、慢性疾患や小児がんの学童の復学

支援のあり方、医療現場と学校との連携につ

いて探究し提案したいと考えた。 

（２）日本では年間 2、000～2、500 人の学童

が小児がんに罹患している。小児がんの長期

生存率は、過去 30年間で約 30％から 70％ま

で向上した。それに伴い、退院後も学校に通

学しながら治療を継続している小児がん経験

学童（以後、患児と言う）が増加している（小児

がん対策専門委員会 2011）。 
 
２．研究の目的 
（１）研究１「化学療法を受けた子どもの通う

院内学級と原籍校をTV会議システムで繋い

だ経験」では、慢性疾患や小児がん等のた

めに長期入院を余儀なくされている学童期

の子どもが入級する病院内学級と原籍校（入

院前に在籍していた学校）を光ブロードバン

ド回線で結ぶＴＶ会議形式の環境を構築し、

双方向通信による授業参加の可能性を検討

することを目的とした。これにより、患児の希

望があれば原籍校で行われている授業や行

事に参加でき、教室と同じ感覚を提供するこ

とにより学習環境を改善する。また、本システ

ムの利用による学童期の慢性疾患や小児が

ん患児の心理・社会的効果についても検討

した。  

（２）研究２「小児がん療養経験がある学童の保

護者からみた復学の経験」では、小学校入学

時に白血病を発症した患児の母親の語りを通

して、 診断から復学後、又現在までの患児と

保護者の経験を明らかにすること目的とした。

チーム医療での看護職の役割についても質

的帰納法による調査を実施し、医療者と学校

の連携について検討することを目的とした。 

 
３． 研究の方法 
（１）研究期間は、平成 2０年 3 月 ～ 平成 25

年１月で、研究参加者:は小児がんの親子５組 

(男児 ４人、女児１名）、 各母親、 病院内学

級の教員、原籍校の教員であった。 

①研究手順は、最初に病院内学級と地元の

小学校を結ぶ院内学級と原籍校の２学級を光

ブロードバンドネットワークで会議システム

PCS-G1 接続し環境を整備し、TV 会議シス

テムを構築した。同時に、学童が入院した場



合に、協力の病院の倫理審査を受けて、病院

より情報を頂いた。対象児童の第 1回の治療

後寛解期に入った時点で、保護者に病棟師

長より紹介頂き、直接説明を行った。同時に、

学校関係者（教育委員会、対象児童の原籍

校、院内学級の所属小学校）への説明と承諾

を頂いた後、2つのクラスを NTTの光ブロード

バンドで結んだ。 

 

②調査は半構成的面接をシステム使用前後

約 30 分程度実施した。質問内容は、母親に

対しては、TV会議に参加して対象児童の様

子を中心に聞き取り調査した。 教員に対して

は、機器の取り扱いの困難さの有無や、復学

後の対象児童とクラスメートの関係について、

TV会議システムの評価をして頂いた。ＴＶ会

議システムは、1 人の対象児童に対して、約３

～６ヶ月間使用した。                                      

③分析方法：質的帰納法的分析法で実施し

た。面接の際には録音の許可をとり、面接終

了後に、逐語録を作成して、発言の文節ごと

に類似性でコードを作成し、類似の発言内容

のまとまりをサブカテゴリーとして概念化し、そ

のサブカテゴリーのまとまりをカテゴリーとした。

（２）調査は平成25年 8月～9月に実施した。

研究協力者は、小学校入学時に白血病を発

症し、復学経験がある患児の母親 2名であっ

た。① 研究デザインは半構成的面接法で実

施した。面接は 1 人 1 回、 平均 36 分、イン

タビューの内容は、入院中に受けた医療職者

や院内学級教員からの指導・援助、復学後の

教職員などからの支援、復学後の学校生活と

家庭生活における不安等であった。②データ

の分析方法は、保護者の承諾を得て、インタ

ビューガイドに沿って実施した。録音データと

ノートの記録を基に逐語録を作成した。逐語

録の内容を熟読し、保護者の語りの中で印象

的な体験や心情を抽出し、カテゴリー分類し

た。 

４）倫理的配慮  

本研究は実験的な取り組みであり、対象の患

児と保護者の同意が得られた場合にのみ実

施した。 

（１） 毎日の治療や患児の体調や希望が最優 

先であり、看護師長や医師、教員と連携して

行った。 

（２） 同意の確認：対象の患児とその保護者に 

協力の説明を行い、同意が得られた場合に行

った。 

（３） 自由参加であること、プライバシーの保護 

不参加による不利益がないこと、公表時は個
人情報が特定できないよう配慮すること、研究
以外に使用しないことなどについて説明した。
（４）データの保管は、大学内の研究室で鍵の
かかる保管庫で管理し、研究終了後は速やか
にシュレッダーにかけて廃棄した。  

（５）医療行為等の対象となる個人に理解を求

めかつ同意を得る方法：対象とする学童期の

患児とその保護者に、直接研究者が口頭と文

書で説明を行い、研究への参加協力を依頼

する。承諾が得られた場合には文書に署名を

してもらった。 

（６）病院内学級を管轄する小学校および市

教育委員会、対象の患児の原籍校および教

育委員会には、文書と口頭で協力を依頼する。

承諾を得られた場合には署名をもらった。 

（７）病院内学級の担当教員と原籍校の教員

には文書と口頭で説明し、承諾を得られた場

合には署名をもらった。 

（８）本研究は本学の研究倫理安全委員会に

書類提出し、審査を受け承認を得て実施し

た。 

 

４． 研究成果 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（１）事例１は、8 歳の男児。病院と地元が遠隔

であり面会などもなく 1 年以上経過していた。

入院前は小学2年生で発症時は寝たきり状態

となり、両親は同じクラスの親との連絡も途絶

えていた。症状改善したことをいつ、どのよう

に原籍校と連絡をとればよいかを悩んでいた。

事例２は、６歳の男児、第 1 子で小学校入学

前に発症したため、学校のイメージが親子とも

になく、学校生活の開始に不安を抱いていた。

事例３は、８歳女児、小学校1年時に腹痛など

を訴えて保健室で過ごしていたため、クラスメ

イトとのよい関係を構築できていなかった。小

学２年生の4月に診断がつき治療を開始に伴

い院内学級に転校したため、復学に不安を抱

いていた。事例 4は、9歳 8 ヶ月の男児、療養

期間は 3 年 10 か月経過していた。発症は 5

歳 10 ヶ月であった。両親と弟との 4 人家族。

入院中、母親は泊まり込みで看病し、父親・弟

は父の実家に帰省し生活の場を変更していた。

両親の考えで、病名は学校や周囲にも、本人

にも告知していない。事例５は、７歳 6 ヶ月の

男児。療養期間 1 年 3 か月。両親・妹との 4

人家族。7歳3か月の時に、急性リンパ性白血

病と診断され入院した。寛解導入療法の薬の

影響があり、回復傾向だが、右下肢に麻痺が

残存した。学校内では車椅子を利用すること

もある。両親の考えで、入院中に父親（医師）

が病名を告知した。 

（２）インターネットを利用したＴＶ会議システム

を利用して、病院内学級と児童の原籍校をつ

ないだ結果、児童の学校イメージを強化でき

「学校に行ってみたい」という気持ちを持つこ

とができていた。また、原籍校側（校長や担

任）が児童の復学時の準備を検討する機会に

もなり復学支援を強化していた。何よりも児童

の保護者の不安を軽減することができていた。

そして、このＴＶ会議の機械操作は、教員にも

負担が少なく、簡単で誰でもできるもので、映

像もＴＶ会議なので時差もなかったので、今後、

このようなＩＴを使用した双方向通信の可能性

は、学校導入し活用できるものと考える。特に、

双方向通信によるシステムは、学校と病院の

双方向コミュニケーションを強化できる。このシ

ステムを利用することで、対象児は原籍校の

授業への参加が可能となり、友人関係や学校

との心理的な隔絶感を軽減できた。また、退

院後の復帰をイメージできたこと、治療に対し

て積極的姿勢が生じたと教師は評価していた。

児童と母親、 教師は本システムで会話をした

り、合奏等で交流したことで、学校復帰がスム

ーズと評価した。この後の課題として、カメラ操

作は難しくないが、設営位置が前方の場合は、

交流のみであれば自然であるが、授業に参加



するにはむしろ後方が良い。また、本システム

利用は寛解期など退院の目途を考慮すること

が必要で、家族の理解と対象児童の体調を

十分に考慮した介入が重要である。 

結論として、ICT 環境を構築して、学校と病院

内学級を利用した結果、インターネットを利用

したTV会議システムの効果は、以下の通りで

あった。①学校と両親の関係では、学校は復

学時の準備を整備することができていた。また

学校関係者が患児の体調を理解することがで

きた。②学校と医療関係者の連携では、子ど

もの体調、治療について理解を促進すること

ができた。また患児の学習状況を理解し合え

ていた。③患児と家族にとり、学校生活をイメ

ージすることができ、クラスメイトとのコミュニケ

ーションを強化できた。患児自身が、自分の

居場所があることを確認でき、復学がスムーズ

であった。④患児と保護者と医療関係者の連

携では、患児の希望を考えて、学校に伝える

ことができた。➄システムを使うことで、学校に

出向かなくても患児の体調を説明することが

できた。⑥医師や看護師など医療関係者が患

児の学習（教育）環境を理解でき、退院指導

に役立った。 

（３）小児がんの保護者に半構成的面接を行い、

その語りの内容を類似性でまとめてカテゴリー

分類した。結果は、カテゴリーを『 』、サブカテ

ゴリーを＜＞とした。 

１） 復学に関連した困難や不安では、4 つのカ

テゴリーが抽出された。すなわち、① 『診断

名告知への衝撃と葛藤』のカテゴリーでは、＜

診断名告知による衝撃＞＜学校への説明の

困難＞＜病名告知の葛藤＞のサブカテゴリ

ーで構成された。保護者は、診断名を告げら

れたことによる衝撃と今後の方針の選択を迫

られ困惑した経験について、最も印象深く話

した。②『治療・服薬による副作用への対応に

追われる』のカテゴリーでは、＜食べムラ・気

分ムラ＞、＜容姿の変化への戸惑い＞、＜副

作用による疼痛への戸惑い＞、＜長期服薬を

管理する大変さ＞のサブカテゴリーであった。

③ 『復学後の日常生活での不安』のカテゴリ

ーでは、＜体力の低下＞と＜環境の変化＞

のサブカテゴリーから構成される。患児と保護

者は、突然の入院から長期の闘病生活を狭

い病室を過ごすことになる。保護者は、長期

の入院生活や服薬・治療による体力の低下に

不安を抱えていた。④ 『周囲の乏しい理解』

のカテゴリーは、＜ことばによる中傷＞と＜担

任との連携の難しさ＞のサブカテゴリーであっ

た。患児は退院後、学校に復帰した後も治療

は継続するため、早退などが毎月 2 日程度必

要となるため、クラスメイトの中には、そのこと

を理解していないために、患児に心無い言葉

がかけられることがあることを話した。 

２）復学に関連した支援では、4 つのカテゴリー

が分類された。すなわち、①『療養生活の支

援』のカテゴリーでは、＜医療職からの資料提

供＞＜看護職による生活指導＞＜看護職と

院内学級の連携＞＜院内学級と原籍校教諭

の連携＞のサブカテゴリーで構成され、入院

中における医療職者や院内学級の教諭から

受けた支援であった。②『病院と学校の連携

支援』のカテゴリーでは、＜合同会議＞で、退

院時に行われた保護者、医療職、原籍校教

諭を参加者とした会議の開催していたことが

支援されたエピソードとして述べられた。③

『復学後の学校における支援』のカテゴリーは、

＜感染症の流行情報の連絡＞＜給食の配慮

＞＜良好な受け入れ準備＞のサブカテゴリー

であった。④『学校生活のイメージ作り』のカテ

ゴリーでは、＜クラスメイトとのつながり＞＜患

児の居場所＞＜TV 会議による支援＞のサブ

カテゴリーなどがあげられた。 

（４）学童期の小児では、小児がんの病名を患

児に告知するかどうかは特に重要な課題であ

る。事例 2 の患児が発症当時 5 歳であったこ

とや、告知をすることで患児に対する周囲から

の偏見を危惧したため、告知に踏み切らなか

ったと話しており、先行研究と一致する。2 事



例とも復学時に原籍校の教諭などの協力があ

り適応できたと考えるが、クラス替えやクラブ活

動などの新たな集団に所属する際に、周囲が

病気を認知していないことで、保護者は葛藤

し続けている。長期の療養生活を周囲に理解

されにくい状況もあると考える。小児がんでは、

保護者や医療職者が病名を隠すことにより、

周囲への不信感を抱き、治療の妨げになる可

能性がある。加えて、保護者は周囲に相談が

できず、長い療養生活で身体的にも精神的に

も苦慮をすると考えられる。一方で、小児は理

解力に年齢差や個人差があり、告知をしても

自身の疾患や治療を正しく理解できるとは言

い切れないので、患児の発達に応じた説明が

必要である。 

入院直後の混乱している保護者に、医療職

は提供する資料は理解しやすい内容にする

工夫が求められる。加えて、患児が学校生活

をイメージでき、復学をスムーズにするため、

入院中から患児と原籍校の児童が触れ合い、

目にする機会を積極的に設ける必要がある。 
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